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子会社株式の追加取得による完全子会社化に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 30 年４月 16 日開催の取締役会において、当社子会社である株式会社アール・プラス・マテリ

アル（以下、アール・プラス・マテリアル）の発行済株式を追加取得して完全子会社化することを決定いたし

ましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

１．株式追加取得の目的 

  アール・プラス・マテリアルは既に当社子会社（所有割合 50％）でありますが、当社グループ経営の効率

化と収益力向上を図るため、同社の全株式を取得するものであります。 

  アール・プラス・マテリアルは、当社主力事業のアトリエ建築家とつくる高性能デザイナーズ住宅「R+house」

やデザイナーズセレクト住宅「アーキテクチャル・デザイナーズ・マーケット」に関する部材の調達・供給

を行っております。今回の完全子会社化により、アール・プラス・マテリアルとの連携を強化し、効率的な

事業運営を推進することにより、当社グループ全体の企業価値向上を目指してまいります。 

 

 

２．株式取得する会社の概要 

(1)名称 株式会社アール・プラス・マテリアル 

(2)所在地 大阪府大阪市西成区太子一丁目２番９号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 藤本 修 

(4)事業内容 建築資材の開発製造及び販売 

(5)資本金 6,000 千円 

(6)設立年月日 平成 21 年７月７日 

(7)大株主及び持株比率 藤本修 50％、当社 50％ 

(8)上場会社と当該会社

との関係 

資本関係 当社が 50％出資しております。 

人的関係 当社は当該会社に取締役及び監査役を派遣しております。 

取引関係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

(9)当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状況 

決算期 平成 27 年４月期 平成 28 年４月期 平成 29 年４月期 

純資産 13,944 千円 25,081 千円 49,468 千円 

総資産 23,978 千円 42,633 千円 109,124 千円 

１株当たり純資産 116,206.67 円 209,008.85 円 412,234.97 円 

売上高 1,036,116 千円 1,506,374 千円 2,022,262 千円 

営業利益 3,357 千円 15,332 千円 38,184 千円 

経常利益 3,109 千円 15,340 千円 38,485 千円 

当期純利益 2,509 千円 11,136 千円 24,387 千円 

１株当たり当期純利益 20,911.76 円 92,802.18 円 203,226.12 円 

１株当たり配当金 －円 －円 －円 

※連結財務諸表の作成に係る収益の表示方法につきましては、会計制度委員会研究報告第 13 号「我が国の収
益認識に関する研究報告（中間報告）」に基づいて純額表示となります。 

  

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  濵村 聖一 

 （コード番号：6192 東証マザーズ） 

問合せ先 
取 締 役 執 行 役 員 

経 営 管 理 本 部 長 
 西野 敦雄 

 （TEL.03-5747-9800） 



 

３．株式取得の相手先の概要 

(1)氏名 藤本 修 

(2)住所 香川県高松市 

(3)上場会社と当該個人 

の関係 

当該個人である藤本修氏は当該法人の代表取締役であります。当該個人は当社株

式をごく少数保有しており、当社と当該個人が代表を務める会社は少額の取引関

係があります。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数  60 株 

（議決権の数：60 個） 

（議決権所有割合：50％） 

(2)取得株式数  60 株 

（議決権の数：60 個） 

(3)取得価額  48,000 千円 

(4)異動後の所有株式数  120 株 

（議決権の数：120 個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

(1)取締役会決議日 平成 30 年４月 16 日 

(2)契約締結日 平成 30 年４月 26 日（予定） 

(3)株式譲渡実行日 平成 30 年４月 26 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 アール・プラス・マテリアルは既に当社の連結子会社であるため、平成 30 年４月期の当社連結業績に与

える影響は軽微であります。 

 なお、来期以降につきましては、完全子会社として、内部取引消去後の当期純利益の全額が親会社株主に

帰属する当期純利益となる（従来は 50％）ため、当該事項を適切に業績予想（平成 31 年４月期）へ反映さ

せた上で開示いたします。 

 

 

以 上 


